
平成29年度　包括外部監査結果に係る対応状況一覧
更新年月日　令和４年３月31日

40項目

39項目

No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

1

目標に対する実績
値の把握について

　第2次静岡市産業振興プランの推進に係
る行動と目標である「講習会等への参加
回数」と「所管する経済団体との情報交
換会等の実施」について、実績値の把握
が十分にできていなかった。
　この目標は、職員の知識や能力を高め
ること及び関係団体との連携を強化する
ことにより産業支援機能の向上を図るも
のであり、振興プランの推進に当たって
基礎となる重要なものである。しかし、
実績値の把握が正確にできない場合、目
標の達成度合いを正確に測定できず目標
が形骸化してしまうおそれがある。
　したがって、目標に対する実績値の集
計方法をあらかじめ定め、把握できる体
制を整えておくことが必要である。

　平成30年度からは、「講習会等への参加回数」及び
「情報交換会等の実施」の状況について、四半期毎の
照会を行い、各課の実施件数を把握してまいります。
　また、照会にあたっては、目標値の概要と調査方法
について説明を行い、正確な把握に努めてまいりま
す。

措置済 平成30年度

指摘事項

措置報告項目

特定の事件（テーマ）：産業振興に関する施策に係る事務の執行について

Ⅰ．産業政策課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

2

利子補給金交付要
綱の記載誤りにつ
いて

　「設備投資強化資金」の利子補給金交
付要綱について、記載誤りが複数箇所で
みられた。利子補給金の交付に当たっ
て、従うべきルールを定めたものが交付
要綱である。この記載に誤りがあった場
合、交付の判断を誤るおそれがある。ま
た、交付要綱は市ホームページでも公表
されている。このように重要な位置づけ
にある交付要綱に記載誤りがあることは
望ましくない。したがって、正確な記載
を行うことが必要である。

　「設備投資強化資金」の利子補給金交付要綱におけ
る記載誤りについては、該当箇所を改正し、平成29年
11月30日付で施行いたしました。
　なお、市ホームページ上の要綱集につきましては、
本年6月分で更新します。

措置済 平成30年度

3

適切な事業評価の
実施について

　創業者育成室の運営に係る指標として
新規入居者数が設定され、実績値が目標
値を上回ったことをもってS評価としてい
る。目標値である新規入居者数は、入居
率85%を設定根拠としているが、平成27年
度及び28年度は85%を下回る状況が続いて
おり、今後当該施設から巣立っていく創
業者数が減少することは明らかである。
この現状は、当該事業の目的の一つであ
る「創業者の育成を通じた産業振興」と
いう点からすれば望ましいものではな
い。
　したがって、入居率等の指標を追加で
設定したうえで適切な事業評価を行い、
入居率向上のための施策に繋げていく必
要がある。

　ご指摘を踏まえ、平成30年度事務事業評価より「創
業者育成室の入居率」を成果指標に追加しました。
　今後、適切な事業評価を実施するとともに、指定管
理者と連携のもと、創業者にとって、利便性の高い創
業者育成室の運営を進めてまいります。

措置済 平成30年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

4

使用料の市への納
付遅れについて

　静岡市清水産業・情報プラザの使用料
に関する市への納付について、使用料徴
収事務業務の仕様書及び市会計規則で定
められた期日までになされていない事例
が散見された。
　徴収した使用料は市の歳入となる公金
であり、現金の紛失などのリスクを低減
するためにも、定められた期日までに納
付がなされるよう、市は適切な指導及び
監督をしていくことが必要である。

　使用料の市への納付遅れについては、指定管理者に
対し、平成29年９月８日付「静岡市清水産業・情報プ
ラザの使用料の納付について（通知）」において、市
会計規則123条に基づいた収納金の処理に関する指
導・注意喚起等を実施しました。
　なお、指定管理更新に伴い、平成30年４月１日から
本施設は利用料金併用制を導入しているため、当該使
用料は全て指定管理者の収入となっています。

措置済 平成30年度

5

契約書への印紙の
貼付漏れについて

　静岡市清水産業・情報プラザにおける
使用料徴収事務業務の委託契約書に印紙
の貼付が漏れていた。契約書に不備がな
いようにするため、印紙税法に規定され
たとおりに印紙を貼付するよう周知徹底
する必要がある。

　収入印紙を貼付していない委託契約書につきまして
は、受託者に指示を行い、収入印紙の貼付を平成29年
10月13日付で確認しました。今後、適正な処理がされ
るよう受託者へ周知するとともに、貼付状況の確認を
徹底してまいります。

措置済 平成30年度

6

備品シールの貼付
漏れについて

　静岡市清水産業・情報プラザにおいて
備品シールが貼付されていない備品が
あった。備品台帳に登録されている備品
は、台帳との対応関係が明確となるよう
に備品シールを貼付するなどの方法によ
り現物管理することが必要である。

　静岡市清水産業・情報プラザにおいて、最新の備品
台帳をもとに、所在と備品シールの貼付状況を平成29
年11月５日付で確認し、備品シールがないものは貼付
しました。
　今後は、年に一度、静岡市清水産業・情報プラザ訪
問の際に、備品シールの貼付と現物の確認を行い、備
品台帳との突合を徹底します。

措置済 平成30年度

7

適切な事業評価の
実施について

　世界にはばたくクリエーター支援事業
においては、補助金利用者の活動が効果
的に行われているかについて指標（①出
展における商談者数、②市内での発表会
件数）を設定し、達成できたことをもっ
てA評価としている。しかし、過去3年度
において補助金利用者数がいずれも1名の
みであり、予算執行率も低調である現状
では、「クリエイティブ産業の創出につ
なげる」という当該事業の目的を十分に
達成できているとは考えられない。
　したがって、補助金利用者数等の指標
を追加で設定したうえで適切な事業評価
を行い、利用率向上のための施策につな
げていく必要がある。

　どのような成果指標が適切か検討した結果、ご指摘
に沿って平成29年事業評価の成果指標に「補助金利用
者数」の設定を行いました。
　今後、適切な事業評価を実施するとともに、補助制
度の利用率向上のための施策につなげていきます。

措置済 平成30年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

8

適切な事業評価の
実施について

　駿府匠宿の事業評価において、①来場
者数及び②利用者満足度を成果指標とし
ており、平成28年度は未達であるもの
の、市の事業評価の考え方にならって
「90％以上105％未満」の範囲であるため
総合評価をAとしている。
　しかし、二つの指標がともに未達であ
ること、特に来場者数目標達成率は
89.0％と低調となっていることを勘案す
ると、事業評価の実効性を確保するため
に総合評価はBとして評価し、要改善事業
として認識する必要がある。

　駿府匠宿運営経費に係る事務事業総点検の総合評価
について、指摘のとおり、B評価とすべきでした。今
後は、要改善事業としての認識のもと、来場者数の増
加に取り組んでいきます。

措置済 平成30年度

Ⅲ．商業労政課

Ⅱ．産業振興課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

9

適切な事業評価の
実施について

　中心市街地活性化基本計画の推進事業
の目的は「中心市街地（静岡地区・清水
地区）の活性化を総合的・一体的に図る
『静岡市中心市街地活性化基本計画』を
推進する」ことであり、静岡市中心市街
地活性化検討協議会への補助金の交付以
外に、同計画の推進が事業内容として含
まれている。
　補助金の交付は協議会における自主事
業の実施自体を目的としたものではな
く、自主事業によりまちなかの賑わいを
創出することを目的としているため、自
主事業の実施件数を事業評価の成果指標
とすることは適切ではない。
　一方で、協議会自主事業参加者数（清
水地域資源コンテンツ活用事業）は清水
地区でのイベントを対象としており、こ
の指標のみでは静岡地区に関する効果測
定が不十分である。
　必ずしも基本計画内で設定した目標値
を事務事業の成果指標と一致させる必要
はないが、市の仕事の実施状況や効果を
公表するという事業評価の目的に照ら
し、成果指標の設定を協議会の活動に絞
るのではなく、基本計画全体の進捗状況
や効果を測定できるものを成果指標とし
て設定する必要がある。

　中心市街地活性化基本計画は中心市街地の活性化に
資する行政・民間の各種事業が登載されているもので
あり、登載している各事業の進捗状況等にも大きく影
響を受けます。また、当該事業予算の多くは、市街地
活性化協議会自主事業に係る経費であることから、現
在の事業評価としていました。
　しかしながら、中心市街地活性化基本計画の本来の
目的は、協議会が行う自主事業ではないことから、事
務事業評価の成果指標を、静岡市中心市街地活性化基
本計画内で設定した目標値と整合させ、静岡地区は主
要な通りの店舗・事業所数及び歩行者通行量とし、清
水地区は観光客数及び滞在時間に見直します。

措置済 平成30年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

10

適切な事業評価の
実施について

　「静岡市茶販路拡張事業補助金交付要
綱」には、補助金交付の目的として、
「静岡のお茶（静岡市内において生産さ
れ、加工され、又は流通するお茶をい
う。）の消費を拡大することによって、
市内の茶業（静岡のお茶の生産、加工又
は流通に関する事業をいう。）の振興を
図るため」とある。
　イベント等の実施それ自体が補助金の
交付目的ではなく、また、イベント等の
実施件数は直近3ヵ年の実績値も8件と安
定的に推移していることから、茶販路拡
張に向けたイベント等の実施件数を事業
評価の成果指標とすることは適切ではな
い。
　市の仕事の実施状況や効果を公表する
という事業評価の目的に照らし、イベン
ト等への参加者数やアンケートによる認
知度調査の結果など、実施したイベント
等の効果を適切に測定できる指標を成果
指標とする必要がある。

　補助対象者と協議し、静岡のお茶に関する情報提
供、宣伝及び普及をどれだけ図られたかを評価するた
めに、成果指標を「①イベントの参加者数（イベント
におけるお茶提供数）と②お茶の入れ方教室の参加者
数」に見直しました。
　また、③お茶の入れ方教室の参加者に対してアン
ケートを実施して、成果指標にすることとしました。

措置済 平成30年度

11

役員報酬への補助
について

　静岡市内職あっせん事業補助金交付要
綱では、補助対象経費の中に役員報酬が
含まれている。本来、活動主体となる団
体は自主財源で自立した運営を行うこと
が原則であり、事業費補助は可能な限り
縮小を検討すべきである。
　国の方針でも、公益法人に対する補助
金等による役員報酬の助成は、特段の理
由のあるものを除き、一律に廃止すると
ともに今後これを行わないとしている。
　現状、役員報酬への補助を廃止するこ
とで当事業を継続できなくなるほどの理
由は見当たらず、役員報酬への補助につ
いては廃止を検討する必要がある。

　補助対象経費について、当事業の実施に当たり必要
な経費について精査し、役員報酬及び賞与、退職給付
費用については補助対象経費から外すこととし、要綱
改正を行いました。

措置済 平成30年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

12

適切な事業評価の
実施について

　勤労者福祉センター管理運営事業は公
の施設を管理運営する事業であり、各種
講座の開催だけではなく研修室の貸し出
しやフィットネス施設の運営等も行って
いる。当該事業の管理対象となる施設は
規模が大きく、施設の管理運営に係るコ
ストと利用者の便益とを適切に比較考量
すべきだが、現状、事業評価の成果指標
として研修の受講者満足度のみが採用さ
れており、施設の稼働率など利用状況に
関する数値は成果指標として設定されて
いない。
　市の仕事の実施状況や効果を公表する
という事業評価の目的に照らし、講座の
受講者満足度のみを成果指標とするので
はなく、施設の利用者数や貸館の稼働率
なども成果指標として設定する必要があ
る。

　利用者数や稼働率についても指標として設定するよ
う見直しを行いました。

措置済 平成30年度

13

耐震対策推進計画
の策定について

　市は、耐震対策推進計画において特定
天井対策の優先順位は高いとし、平成30
年度末時点ですべての対象建築物の対策
を完了することを目標として掲げてい
る。
　東部勤労者福祉センターは2つの特定天
井を有するものの、耐震対策推進計画の
策定時に明確な財源の確保が行われな
かったため、結果として、目標とした平
成30年度末時点までに改修工事を完了す
ることができなくなっている。これは、
耐震対策推進計画の策定にあたり平成30
年度末時点で対策を完了するという期限
のみが掲げられ、財源の確保や具体的な
スケジュールについて詳細が詰められて
いなかったことが原因である。計画を策
定し、目標を設定する際には、達成のた
めの手段を明確にしておくことが必要で
ある。

 東部勤労者福祉センターの特定天井改修工事につい
ては、緊急防災・減災事業債を活用し、令和２年７月
17日から令和３年２月22日までの工期で実施していま
す。
　なお、最新の静岡市公共建築物耐震対策計画におい
ては、令和８年度末までにすべての一般公共施設（学
校施設以外）の市基準耐震化率を100％にすることと
されており、期限内に対策を完了する見込みです。
　今後、目標を設定する際には、達成のための手段
（財源確保等）を明確にした上で計画を策定します。

措置済 令和２年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

14

東部勤労者福祉セ
ンターの修繕につ
いて

　東部勤労者福祉センターへの訪問時
に、永らく修繕されていない雨漏りを発
見した。指定管理者との契約上、建物の
維持管理に係る修繕費は指定管理者の負
担となる旨が定められているが、雨漏り
の発生原因は建物の構造的な欠陥による
ものと考えられ、指定管理者が修繕費の
中で対応すべき範囲を超えている。
　雨漏りを放置すると、建物の躯体に深
刻な影響を及ぼしかねない。建物の寿命
が縮まり、安全面の問題が生じる可能性
もあるため、市は早急に今後の対応方針
を明確にする必要がある。

　当該施設は、現在、応急的な措置により、利用者は
問題なく利用ができている状態にあります。
　抜本的に対処すると、多大な経費がかかることか
ら、当面の間は応急処置で対応することとします。

措置済 平成30年度

15

現物資産の備品台
帳への登録につい
て

　東部勤労者福祉センターへの訪問時
に、備品台帳に登録すべき備品の登録漏
れが検出された。備品が台帳に登録され
ていない場合、紛失等があったとしても
その事実が把握できないため、使用中の
備品が台帳へ網羅的に登録されているこ
とを確認する必要がある。
　このような登録漏れを防止する観点か
らも、定期的な現物確認の際には、登録
すべき備品の漏れがないかについて留意
する必要がある。

　ご指摘があったものにつきましては、新規に登録を
行いました。また、備品シールがはがれているものに
ついても、貼りなおしを行いました。今後は、年に１
度の備品検査においての確認作業の徹底に努めていき
ます。

措置済 平成30年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

16

備品台帳に登録す
べき備品の範囲に
ついて

　東部勤労者福祉センターへの訪問時
に、建物の付属的な部分とみなされると
して備品台帳に登録されていない備品が
発見された。
　対象品はDVDプレーヤー及びスピーカー
であり、建物に付属、定着しているもの
ではないため、紛失等を防止するという
趣旨に照らせば、備品台帳に登録して管
理すべき資産である。
　このような登録漏れを防止する観点か
らも、備品台帳に登録して管理すべき資
産については備品管理の目的に照らして
判断する必要があり、特に移管などで多
数の資産を一度に取得した場合などは
個々に担当者の判断に委ねるのではな
く、資産が網羅的に台帳に登録されてい
るかどうか適切な検証を行う必要があ
る。

　ご指摘があったものにつきましては、新規に登録を
行いました。また、備品シールがはがれているものに
ついても、貼りなおしを行いました。今後は、年に１
度の備品検査においての確認作業の徹底に努めるとと
もに、資産を新たに取得した際には、備品管理の目的
に照らして、備品台帳への登録の必要性について判断
していきます。

措置済 平成30年度

17

勤労者福祉セン
ターの施設利用料
金の算定根拠につ
いて

　北部・南部勤労者福祉センターの施設
利用料金について、算定時の計算資料が
保存されていない。施設利用料金の見直
しや指定管理者との協議に当たり必要と
なる資料のため、施設利用料金の算定時
の計算資料は保存し、適切に引き継ぐ必
要がある。

　文書の保存については、市の文書管理規程及び文書
管理規則に基づき、適正に管理していくよう周知しま
した。

措置済 平成30年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

18

勤労者福祉セン
ターの公費負担割
合について

　勤労者福祉センターの性質別負担割合
は「公の施設に関する使用料の設定基
準」において、公費負担50％受益者負担
50％と設定されているが、東部及び北部
の勤労者福祉センターでは公費負担の割
合が65％を超えている。
　特に、施設規模の大きい東部勤労者福
祉センターでは、公費負担割合が高まる
と施設を利用しない市民が間接的に負担
する経費の金額も多額となるため、公費
負担割合を50％に抑えるような検討を継
続的に実施する必要がある。

　現在、周辺の代替施設の存在や、施設の維持にかか
る厳しい収支の状況を踏まえ、勤労者福祉施策全体の
見直しを行う中で、その在り方を検討しています。
　東部勤労者福祉センターについては、令和４年度に
勤労者福祉施策の在り方方針にかかる庁内合意形成後
に、公費負担割合の抑制等を検討する予定です。
　なお、北部勤労者福祉センターについては、公費負
担の抑制を目的とした使用料の見直しを行い、令和２
年10月１日からフィットネスの利用料金を370円から
520円へ改定しました。これにより、公費負担割合を
56％まで抑えることができる見込みです。
また、このような検討とは別に、利用者アンケート等
を基に利用者のニーズを把握し、集客に繋がる講座を
充実させるなどの利用料収入の増加に向けた取組を行
い、引き続き公費負担の抑制に努めていきます。

措置済 令和２年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

19

補助金の交付要綱
について

　勤労者福祉サービスセンター支援事業
における補助金の交付要綱は、平成29年4
月1日より整備されているが、平成28年度
に交付した勤労者福祉サービスセンター
支援事業における補助金については交付
要綱が整備されていなかった。
　補助金の適正な交付のため、補助金ご
とに交付要綱を整備し、補助金の交付目
的、補助対象経費の範囲、補助等の割合
や上限額、補助金の交付に係る申請手続
などを適時に定める必要がある。
　また、今後新たに所管することとなる
補助金については、要綱制定等、適時適
切に措置を実施すべきである。

　勤労者福祉サービスセンター管理運営事業に係る
「補助金の交付要綱」の指摘に対しては、平成28年度
内に交付要綱を整備し、平成29年度（平成29年４月１
日）から適用し、当該補助金の交付手続きを行ってい
ます。
　今後、新たに所管することとなる補助金について
は、要綱制定等、適時適切に措置を行っていきます。

措置済 平成30年度

20

事業報告（年度報
告）受領日付につ
いて

　指定管理事業報告の受領日付でない日
付で、起案、決裁、施行で作成が行われ
ていた。起案、決裁、施行においては、
事業報告書が仕様書に定める日付を遵守
したかどうかが分かるように実際の受領
日付で対応する必要がある。

　事業報告（年度報告）受領日付について、年度内の
日付で処理を行うものと、担当者が誤認をしていまし
た。
　事業報告書が仕様書に定める日付を遵守したかどう
かが分かるように実際の受領日付で対応する必要があ
るとの指摘に対しては、課内での契約事務、決裁の確
認等の研修を実施し、協定書及び仕様書を再度確認し
ました。今後は、実際に受領した日付をしっかりと確
かめた上、受領印を押印するように対応します。

措置済 平成30年度
Ⅳ．海洋文化都市推進本部



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

21

適切な事業評価の
実施について

　港湾会館清水日の出センターの事業評
価の成果指標として利用者の満足度を用
いており、過去3か年の平均値80％と比し
て実績が88％であるためS評価としてい
る。一方で平成28年度における利用回数
は平成27年度よりも減少している。利用
者による満足度調査も重要な指標ではあ
るが、結果として利用回数が減少してい
ることは満足度調査で図れないものがあ
ると考えられる。成果指標として満足度
調査だけでなく、利用回数などほかの指
標も設定し総合的に事業評価を行う必要
がある。

　平成28 年度における利用回数減少は、空調設備の
不具合による利用者への制限が主な要因だと考えてお
ります。空調設備の制限を受けたことにより利用を辞
退された方に対する満足度調査が行われておらず、こ
の方々に満足度調査を実施できなかったことについて
は、修正すべきことだと考えます。
　なお、空調設備については、平成29年度に修繕さ
れ、空調の不具合による利用制限という特異的な状況
はなくなりました。このため、今後も引き続き、満足
度調査を成果指標として評価してまいります。
　利用回数（利用率）等の他の成果指標の設定につい
ては、まずは指標の設定に必要な空調設備修繕完了後
の現在における通常時での利用状況等を把握し、その
上で検討していきたいと考えております。

措置済 平成30年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

22

現物資産の備品台
帳への登録につい
て

　港湾会館清水日の出センターの備品台
帳に登録すべき備品の登録漏れが複数
あった。台帳への登録がなかった場合、
紛失等があったとしてもその事実が発見
されないおそれがあるため、今一度使用
中の備品が台帳へ網羅的に登録されてい
ることを確認する必要がある。

　現物資産の備品台帳への登録について、市の備品台
帳と突合し、全ての確認作業の完了を平成30年４月27
日に完了しました。突合の結果、一致しなかった備品
についての電算上の登録処理については、年内までに
実施する予定です。

措置済 平成30年度

23

備品の現物確認方
法について

　港湾会館清水日の出センターの年1回の
現物確認において、現物と市の備品台帳
との突合が行われていなかった。指定管
理者が独自に作成した在庫表が使用され
ていたが、これは市の備品管理という点
では意味をなしていないといえる。適切
な備品管理のためにも、現物との突合に
は市の備品台帳を使用することが必要で
ある。

　平成30年２月28日に、備品の現物確認方法につい
て、指定管理者が独自に作成した在庫表を使用した現
行の備品管理ではなく、市の備品台帳を使用し備品管
理をすることについて、指定管理者と再確認しまし
た。
　なお、市の備品台帳については、指摘事項22により
作成した市の備品台帳を使用します。

措置済 平成30年度

24

公有財産台帳への
登載について

　静岡市中央卸売市場の冷蔵庫棟周辺
メッシュフェンス設置修繕については、
修繕業務から発生したものであっても、
公有財産台帳に工作物として適切に登載
する必要がある。

　その他の市場内の工作物についても現状把握を行
い、メッシュフェンスをはじめ全件確認後、今年度の
上半期を目途に適切な台帳記載を実施していきます。

措置済 平成30年度

25

支出負担行為書の
作成について

　静岡市中央卸売市場において、支出負
担行為書の作成が数カ月遅延している事
例が存在した。緊急性の高い修繕に関す
る支出負担行為書であっても、支出の事
務手続が適切に行われたことを書面で記
録する文書であるため、予算規則で定め
る起票時期において速やかに作成し決裁
を受ける必要がある。

　今後は緊急性のある修繕も含め、すべての支出負担
行為において各職員が予算規則で定められる起票時期
に速やかに作成・決裁をうけ、各係長もその都度確認
することとし、その旨課内に周知しました。
　また、この件に関するリスクチェックシートへの追
記を行います。

措置済 平成30年度

Ⅴ．静岡市中央卸売市場



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

26

業務執行伺決裁日
の適切な記載につ
いて

　静岡市中央卸売市場において、決裁
日、施行日について、容易に書き換える
ことのできる鉛筆書きの起案がされてい
る事例が存在した。事業を執行するにあ
たり最終的な意思決定を行った日付の記
入は、重要な項目であり、今後は容易に
書き換えることのできない方法で日付の
記入を行う必要がある。

　事業決裁日、施行日について、容易に書き換えるこ
とのできる鉛筆書きの起案がされていたという指摘に
対し、平成30年度からは電子決裁にシステムが変更と
なったため、手書き記入が不可能になりましたが、手
書きによる起案文書等が必要な場合は、鉛筆書きによ
る記入としないように課内に周知しました。また、各
係内相互に定期的に注意を心がけます。

措置済 平成30年度

27

仕様書等への契約
条件の適切な記載
について

　中央卸売市場自家用電気工作物保安管
理業務について、見積書や仕様書に記載
されていない前提が反映された金額が業
務委託契約書に記載されているのは適切
ではない。単独随意契約であったとして
も契約金額に反映される前提条件がある
場合には、事前に見積書や仕様書に明記
され起案決裁がされる必要がある。

　自家用電気工作物保安管理業務について、契約金額
に反映される前提条件として委託料を全額前金払とす
る場合などに適用される割引制度があり、当課の積算
においても当該割引制度の適用を前提に行っていたに
もかかわらず、仕様書等に明記されていなかった指摘
に対し、平成30年度の同業務の契約事務において、見
積執行通知書の摘要欄及び、設計書、仕様書等に「全
額前金払によるなどの割引制度を適用する」を記載し
ました。

措置済 平成30年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

28

A者の納付計画考慮
要因について

　収入未済額113,791千円を有するA者に
関する納付計画には、将来発生する法人
税負担を考慮されておらず、これを考慮
した場合、納付計画で予定されている平
成39年度末までの滞納金が完済すること
は不可能な状況となることが想定される
ため、納付計画については再度検討する
必要がある。

29

A者の納付計画の見
直しについて

　収入未済額113,791千円を有するA者か
ら提出された納付計画の1年目において、
すでに大幅に計画を下回る実績値になっ
ている。1年目の予算実績を分析させるな
どにより、今後も引き続きA者に対する指
導を継続し、計画を見直しすることで、
実現可能な納付計画に更新する必要があ
る。

30

A者への適切な対応
について

　収入未済額113,791千円を有するA者に
ついては、発生当初及びその後の対応等
から長期化している。多額の収入未済金
については、発生を未然に防ぐなどの債
権管理を行う必要がある。

31

許可の取消しに関
する具体的な基準
の策定について

　静岡市中央卸売市場業務条例において
「業務を適確に遂行するのに必要な資力
信用を有しなくなったと認めるとき」の
許可の取り消しについて規定されている
が、その基準は明確ではない。滞納金の
拡大防止に資するためにも、今後は、許
可の取消しに関する基準を策定すること
が必要である。

　不利益処分の処分基準について、次のとおり定めま
した。
「業務を適確に遂行することができる資力信用を有し
なくなったと認めるとき」とは、次のいずれかに該当
する場合をいい、資力信用を有しなくなったとされる
事情（債務の額、返済が遅れている期間や理由）や、
返済計画の立案やその履行状況、悪質性の程度等を総
合的に考慮して判断する。
（１）市場関係事業者又は市に対する債務を有し、そ
の債務を完済する見込みがないと認められるとき。
（２）買受代金の支払を怠り催促に応じないとき。

　今後は、この基準に基づいて適切に対応していくこ
とで滞納金の拡大防止に努めていきます。

措置済 令和２年度

　Ａ者の納付計画については、既に定められていた納
付計画による納付は困難であると判断し、静岡市中央
卸売市場業務条例の規定に基づき、令和元年７月に施
設使用料を減額する措置を行った上で、将来発生する
法人税負担についても考慮した実現可能な納付計画に
改めました。
　現在のところ、この納付計画に沿って使用料の納付
が行われていますが、今後もこの納付計画に沿った納
付を継続させるため、Ａ者の経営状況を随時監視する
とともに、適切に経営指導を行います。
　また、新たに収入未済金が発生するような場合に
は、早期に対応を行うことにより、対応の長期化及び
滞納金の多額化を防ぐよう努めていきます。

措置済 令和元年度



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

32

D者に対する債権の
不納欠損処理の実
施について

　収入未済額885千円については、運用指
針において不納欠損するべき市非強制徴
収債権であり、速やかな不納欠損処理を
行う必要がある。

　D 者に対する債権の不納欠損処理を速やかに行う必
要があるという指摘に対しては、平成29年12月25日付
けで不納欠損の会計処理を行いました。

措置済 平成30年度

33

消費税率改定に伴
う受入保証金の追
加納入について

　静岡市中央卸売市場業務条例及び施行
規則において関連事業者からの受入保証
金については消費税込みの金額で定めら
れており、過去における消費税率の引き
上げ時に追加納入が行われていない事業
者がいる。今後においても消費税率が変
動する場合は適切に追加納入等の処理を
行う必要がある。

　　（方針）
 令和２年６月に施行された改正卸売市場法に対応するた
め、同月、静岡市中央卸
売市場業務条例の全部を改正しました。この際、保証金の
額に関する規定を見直し、同条例の施行後、保証金の額を
確定させ追加納入を求める予定でしたが、保証金の額に関
する規定は改めることなく条例改正を行いました。

（現状）
 対象事業者と保証金額の確定作業を行い、事業者への追
加納入の説明を検討していましたが、新型コロナウイルス
感染症拡大による本市場への影響により、令和２年４月に
売上減少のピークを迎え、５月２日には市場関係者から使
用料減免の要望書が提出されるなど、かつてない深刻な経
営状態となりました。
このため、６月使用料分から、事業者からの申請により最
大年度末までの納期限を延長（支払猶予）し、９月の補正
予算では、一定の条件に基づき使用料の一部を減額するな
どの対策を講じました。
 これにより、ある程度の経営改善が図られたものの、売
上回復には至ってはおらず、令和３年度においても、コロ
ナ禍が続く中で保証金の追加納入を求めるのは時期的に不
適当と考え、処理は保留しています。
 追加納入に向け、令和４年度には、関係事業者への説明
会を開催し、状況説明を行う予定です。ただし、実際の追
加納入に関しては、関係事業者の経営状況を考慮の上、行
うこととします。

未措置



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

34

適切な事業評価の
実施について

　「茶園地再編対策事業」における「茶
園改良整備事業」の本質的目標は、茶ど
ころ日本一計画に定める成果指標に基づ
くもの（2.8ha）である。しかし、当該事
業の事業評価における目標については、
過去3年間の実績を平均したもの
（1.7ha）を適用していることから、本質
的目標に照らして適用すべき指標を個々
の事業評価に反映できていない。このよ
うな状況ではその事業の本来目指すべき
水準に基づいた適切な事業評価ができな
い。そのため、今一度事業評価の目標設
定の考え方に基づき、目指すべき目標を
成果指標とする必要がある。

　茶園改良整備事業は茶生産者の自己負担を伴う補助
事業です。
　年間整備目標値2.8haについては、平成26年度の茶
どころ日本一計画見直し時に設定したものですが、以
降に続く荒茶市場価格の低迷により経営体力が奪われ
続ける茶生産者にとってさらなる自己投資が困難な状
況にあります。そのため、設定する目標値が適切では
ないものと判断し、現状に沿った事業評価や課題解決
に向けた見直しが単年度ごとに反映できる事務事業総
点検表において、平成29年度目標値は、過去3年間の
実績値の平均値の1.7haに設定しているところです。
　この考え方は、他事業の目標値の設定においても同
様で、喫茶一茶の利用者数を目標値設定した項目は上
方修正しています。

　「茶園地再編対策事業」における「茶園改良整備事
業」の目標値については、今後「静岡市茶どころ日本
一委員会」等の意見を参考に、平成30～31年度にかけ
て実施する「茶どころ日本一計画の見直し」の中で、
適切な目標値を設定していきます。

措置済 平成30年度
Ⅵ．農業政策課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

35

適切な事業評価の
実施について

　「茶園地再編対策事業」には、「①茶
園改良整備事業」のほか、「②茶園共同
管理推進事業」、「③補完作物転換事
業」が含まれているが、平成28年度の事
業評価においては、①に関する成果指標
のみを対象に評価しており、結果として
②及び③が評価されていない。実施した
事業を適切に評価すべき観点からは、両
事業についての成果を測定する成果指標
も設定する必要がある。
　また、これらの補助金事業について
は、「茶園地再編対策事業」として一つ
の事業にまとめられているが、それぞれ
の位置づけや目指すべき目標について
は、相違している状況である。このよう
な観点からは、単に①～③事業をひとま
とめとすべきではなく、それぞれの目的
に照らした最小区分で管理するなどし、
目的に合致した目標設定を行ったうえで
事業評価する必要がある。

　今後は、事業を構成する各事業の成果指標を明記し
対象評価としてまいります。
平成30年度においては、平成27～29年度実績の平均値
により、①茶園改良整備事業については「1ha」、②
茶園共同管理推進事業については「115ha」　③補完
作物転換事業については「4ha」を成果指標に設定
し、それぞれ事業評価を行ってまいります。

措置済 平成30年度

36

漁業協同組合補助
金に関する前金払
について

　漁業協同組合補助金を受けるにあた
り、前金払申請書が提出されており、市
はこれに基づき12月に補助金の前金払を
実施している。しかしながら、補助対象
の漁協には十分な自己資金としての預金
残高があった。市の「会計事務の手引」
では、前金払について「その必要性及び
支払時期を十分検討し、安易に前金払い
とするようなことは慎むこと。」とされ
ていることに鑑み当該補助金について前
金払が本当に必要かどうかについては再
検討する必要がある。

　平成30年４月５日に水産漁港課において検討し、平
成30年度補助金より、安易な前金払いをすることはや
め、補助金交付申請書及び前金払申請書の資金計画に
基づくだけでなく、普通預金残高等の確認を行うとと
もに、キャッシュフローについて十分な確認を行い、
市の「会計事務の手引」に定めるところにより、前払
金の必要性について判断することとしました。

措置済 平成30年度
Ⅸ．水産漁港課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

37

おらんとこのこれ
一番事業の審査に
ついて

　おらんとこのこれ一番事業は「十分な
収益が見込まれる事業であって、中山間
地域の活性化及び集落の維持に資するも
の」として補助金交付完了後に「自立
的」な運営の確保が求められるものであ
る。そのため、事業の認定に当たって
は、補助対象期間中及びその終了後も見
据えた検討を行う必要がある。
　したがって、単に補助金算定のための
収支予算書のみではなく、事業採算性や
成長性等の確保可能性を検討できる事業
収支計画等の資料を審査資料に含めて認
定する必要がある。

　ご指摘の「事業採算性や成長性等の確保可能性を検
討できる事業収支計画書等」の資料については、おら
んとこのこれ一番事業補助金交付要綱第５条４号「前
３号に掲げるもののほか、市長が必要と認める書類」
として、採算性のわかる算定資料や、より詳細な事業
収支計画書の提出を求めることとしました。
　また、審査会にあっては、これまで重きを置いてき
た事業展開策や地域振興性に加え、採算性、成長性等
といった、より実施団体の自立的かつ安定的な運営に
ついても精査するものとし、平成30年４月より実施し
ております。

措置済 平成30年度

38

適切な事業評価の
実施について

　地域おこし協力隊設置事業の成果指標
は「隊員の配置人数」であるが、これは
あくまで事業目的達成のための手段であ
り、中山間地域の地域振興及び人口減少
対策に資する活動の実施及びその成果を
示す指標とは言いがたい。当該事業の成
否を適切に評価すべき観点からは、地域
おこし協力隊員の具体的な活動、成果に
結びつけた成果指標を設定する必要があ
る。

　地域おこし協力隊員の具体的な活動は、地区ごとに
テーマが異なりその内容及び成果は一様ではありませ
んが、いずれの活動も、隊員が配置された地区の地域
振興等を図るものであり、その成果に応じてその地区
に居住する住民の満足度を向上させるものであると考
えることから、隊員が配置された地区の全町内会長を
対象として行うアンケート調査に基づく「地域おこし
協力隊の活動に対する住民の満足度」を成果指標とし
て設定しました。

措置済 令和元年度

Ⅹ．中山間地振興課



No. 指摘項目 指摘事項の概要 措置の内容 措置状況 措置報告年度

39

適切な事業評価の
実施について

　林業センター管理運営経費に関する成
果指標を事務執行率としているが、林業
センターの「林業の振興に寄与するこ
と」という目的に照らして適切ではない
ため、当該目的に即して設定すべきであ
る。その際には、複数の指標の適用によ
ることも可能であるため、この指標も含
めてより適切な評価指標を設定する必要
がある。

　林業センターは、林業に関する会議、研修等を通じ
て林業者の育成を図り、林業及び山村の振興に寄与す
ることを目的とした施設であり、林業振興の拠点とし
ての機能の発揮が重要となることから、これまで「事
務執行率」としていた林業センター管理運営経費の成
果指標を、研修室の利用者数、施設訪問者数等に基づ
く「施設来場者数」に変更しました。

措置済 令和元年度

40

林業センターの備
品管理について

　林業センターの備品について、台帳登
録されていないもの、旧静岡市の備品
シールが貼付されているもの及び備品
シールが貼付されていないものがあっ
た。市の備品については、物品管理マ
ニュアルに基づき備品登録、備品シール
貼付をすべきである。また、所有権が市
と委託事業者のどちらであるかが不明な
備品については、双方協議のうえ、帰属
を明確にする必要がある。

　備品管理が不十分である旨の指摘に対し、静岡市の
旧備品シールが貼付されているものについては改めて
備品登録、備品シール貼付を行いました。また備品
シールが貼付されておらず所有権が不明な備品につい
ては、委託事業者と協議し、静岡市の所有となった備
品について同様に備品登録を行いました。

措置済 平成30年度


